
議案第９ ５号

ぬの施簇の指定管ミ考の指定について（福井七集会所）

地方 自治法（［］回和 ２２ 年法律第 ６７ そ） 第２ ４４ 条の ２第 ３項に規定する指

定管理者 として報のと おり 指定する こと について 、［司条第６ 項の規定によ り、

議会の議決を求める。

令和 ６年 １　１１　２　１　日提頴

記

南あわじ市長　守　本　を　私

１ 指定管‾え者に管ミを行わせよ うと するぬの施設の竡栴

福井北東会所

２　 指定管ミ考と なる 団体

所在逖　　南あわじ市債集福＃ＴＬ　８　１　０番地２

名　 称　　福井北自治会

会長 二

３　 指定の期間

令和 ７年 ４ナ］１ 日か ら令和９ 年３ Ｊ１ ３　１日 まで



 



 

 

【福井北集会所】 

指定管理者候補者選定に関する資料 
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様犬第１ 騎（第３粂瘋係）

指定管ミ考指定申請書

↑

｜
指定を

受けよ

うとす

る団体

名　袮 福井北自 治会

本務所の

所在地
南あわじ市賀巣福井１ ８１ ０番地２

管理を行おう とす

る価の施設の名称
福井北東会所

添　 付　 言　類

２　 本巣計画書

ＩＺ　 目］ 体の概要説獸書

２１　 団体の迅勣実殱告

ご　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（事務処ミ欄）



１ 回体の概要

団体 名称 ：福井北 自治会

門ツサ長皿
目万日本 ４席い

・構成員 （自 袮会役員）：　鑵、四大湊牡、席・人　 囗［Ｒ６．６ ナ］ 末現在） ：男 ２８ 人、 女３ ５人、庄６万人

ぐＵ：帯数（Ｒ６ ．６ ＪＩ 末現在） ：３ ４ｍ帯

・鷯齢化率（ ６５ 歳い、上 ）： ５　５． ６％
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南あわじ市地域集会施設の管理運営に関する協定書（案） 

 

施設名：福井北集会所          

所在地：南あわじ市賀集福井 1810 番地２  

 

南あわじ市（以下「市」という。）と福井北自治会（以下「指定管理者」という。）

とは、南あわじ市福井北集会所（以下「地域集会施設」という。）の管理運営に関す

る業務（以下「管理業務」という。）について、南あわじ市公の施設に係る指定管理

者の指定手続等に関する条例（平成 17 年南あわじ市条例第 206 号）第７条の規定に

基づき、次の事項により協定を締結する。 

 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、南あわじ市地域集会施設条例（平成 17 年南あわじ市条例第 16

号。以下「条例」という。）第４条の規定により指定管理者に指定された指定管理

者が行う地域集会施設の管理業務に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （管理業務） 

第２条 市は、住民相互のふれあいと住民の連帯意識を深め実りある人間形成を図

るために管理してきた地域集会施設の設置理念に基づき行う管理業務を効果的か

つ効率的に実施するため、条例第４条の規定に基づき、次に掲げる管理業務を指

定管理者に行わせるものとする。 

⑴ 地域集会施設の維持管理に関すること 

⑵ 地域集会施設の使用者がその建物又は附属設備等を破損し、又は滅失したと

きにおける損害賠償の手続に関すること 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が別に定める業務 

（指定管理者の責務） 

第３条 指定管理者は、地方自治法その他の関係法令及び条例その他の関係規程等

並びにこの協定の定めるところに従い信義に沿って誠実にこれを履行し、地域集

会施設が適正かつ円滑に運営されるように管理しなければならない。 

２ 指定管理者は地域集会施設を常に善良なる管理者の注意をもって管理しなけれ

ばならない。 

３ 指定管理者は、施設使用者の被災に対する第一次責任を有し、施設又は施設使

用者に災害があった場合は、迅速かつ適切な対応を行い、速やかに市に報告し、

市の指示に従うものとする。 

４ 指定管理者は、管理業務の継続が困難となった場合又はその恐れが生じた場合

には、速やかに市に報告し、市の指示に従うものとする。 

 （指定の期間） 

第４条 市が指定管理者に指定管理者として指定する期間は、令和７年４月１日か

ら令和９年３月 31 日までとする。 

２ 管理業務に係る事業年度は、毎年４月１日から翌年３月 31 日までとする。 

 （事業報告） 

第５条 指定管理者は、実施した事業の内容及び実績について、毎事業年度終了後

５月 31 日までに、管理業務に係る事業報告書を市に提出しなければならない。 

２ 前項の事業報告書に記載する事項は、次のとおりとする。ただし、市が指示し

たときは、当該方法によるものとする。 



⑴ 管理業務の実施状況 

⑵ その他市が必要と認める事項 

３ 市は、管理業務の適正を期するため、指定管理者に対し、前項に掲げるものの

ほか管理業務及び経理の状況に関し、必要に応じて臨時に報告を求め、実地に調

査し、又は必要な指示をすることができる。 

 （管理経費） 

第６条 地域集会施設に係る管理経費については、すべて指定管理者の負担とする。 

 （施設修繕等） 

第７条 地域集会施設及び設備機器等の修繕等については、すべて指定管理者が自

己の費用と責任において実施するものとする。 

 （緊急時の対応） 

第８条 指定期間中、管理業務の実施に関連して事故や災害等の緊急事態が発生し

た場合、指定管理者は速やかに必要な措置を講じるとともに、市を含む関係者に

対して緊急事態発生の旨を通報しなければならない。 

２ 事故等が発生した場合、指定管理者は市と協力して事故等の原因調査に当たる

ものとする。 

 （市による指定の取り消し） 

第９条 市は、指定管理者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、指定

管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部又は一部を停止させ

ることができる。 

⑴ 本協定内容を履行せず、又はこれらに違反したとき 

⑵ 管理業務の実施に際し不正行為があったとき 

⑶ 管理業務の処理が著しく不適当と認められるとき 

⑷ 条例の廃止等により指定をする必要がなくなったとき 

⑸ 前各号の他指定管理者が地域集会施設の管理者として管理業務を継続するこ

とが適当でないと認められるとき 

２ 市は、前項に基づいて指定の取り消しを行おうとするときには、事前にその旨

を指定管理者に通知した上で、次の事項について指定管理者と協議を行わなけれ

ばならない。 

⑴ 指定の取り消しの理由 

⑵ 指定管理者による改善策の提示と指定の取り消しまでの猶予期間の設定 

⑶ その他必要な事項 

３ 第１項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部又は一

部の停止を命じた場合において、指定管理者に損害・損失や増加費用が生じても、

市はその賠償の責めを負わない。 

 （指定管理者による指定の取り消しの申出） 

第 10 条 指定管理者は、次のいずれかに該当する場合、市に対して指定の取り消し

を申し出ることができるものとする。 

 ⑴ 市が本協定内容を履行せず、又はこれに違反したとき 

 ⑵ 市の責に帰すべき事由により指定管理者が損害又は損失を被ったとき 

 ⑶ その他指定管理者が必要と認めるとき 

２ 市は、前項の申出を受けた場合、指定管理者との協議を経てその措置を決定す

るものとする。 

 （原状回復義務） 

第 11 条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は指定を取り消され、



⑩

⑩

若し くは期間 を定 めて 管‾をの 業務 の全部若 しく は一 部の停止 を命 じら れた とき は、

その管ＪＩし なく なっ た施鼈又は很備機器等 を速やか にＪ京状に回復し なければなら

ない。ただし、市の承認を得た場合は、 この 限り では ない。

（損害賠償等）

第１ ２条　 指定管ミ者は 、黝嵬集会施数の 管理業務 の履行に あた り、 又は指定管を者

の指定が取り 消さ れた場合において 、指定管‾ｔ者の責に帰すべき 事［ｔｌ によ り市又

は第ミ者に損害を与えたと きは、そ の損害を賠償 しな ければな らな い。 ただ し、

市が特ＳＩ」 の事情がある と認めた とき は、 市はそのを部又は一部を隻除するこ とが

でき るも のと する。

２　 前雍の４合において、 損害を受けた第ミ者の求めに瓷、じ 市が損害を賠償したと

きは、市は指定管‾ミ者に対して求償権を有する もの とす る。

（権利・ 義務の譲渡の禁止）

第１３条　指定管週ｙ者 は、 この協定によ って生じ る権利又は義務を第ミ者に譲渡 し、

若し くは継承 させ、又は担保に供してはなら ない。

（個人情報の保護）

第１４条　 指定管Ｊ９者 は、 管‾ｔ業務を 実施する に肖 たっ ての個人情報 のな り扱いにつ

いて は、 ５３ １」 記「個人情報取扱特包事項」を厳守 しな ければな らな い。

（協定の改定）

第１５条　 丿也減集会施鼈の管１１業務に関し、事情が変‾をしたと き又は特別な事情が生

じた とき は、 市指定管ＪＩ者協議の上、 この協定を改定するこ とができ る。

（疑義等についての協議）

第１６条　 この協定に関 し疑義が生じたと き又はこ の協定に特ＭＩ」 の定めのない事項に

ついては、市指定管理者協議の上、 これを定める もの とす る。

この協定の締結ををす るた め、 本吉 ２通 を作成し 、市指定管ミ者記名押 Ｆミ［］ の上、

各自 その １瀧を保有する。

令和 年　　 ナｊ 日

南あわじ市 八木県南あわ じ市市善光寺 ２２ 番地１

南あわじ市長

指定管理者

守　 本　 憲　弘

叺庫翳南あわ じ市賀集福井㎜

福井北自 治会長



別記 

 

「個人情報取扱特記事項」 

 

（基本的事項） 

第１ 指定管理者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この協定による事務を実

施するに当たっては、関係法令等の規定に従い、個人の権利利益を侵害すること

のないよう、個人情報の取扱いを適切に行わなければならない。 

（収集の制限） 

第２ 指定管理者は、この協定による事務を行うために個人情報を収集するときは、

事務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わな

ければならない。 

（目的外利用・提供の制限） 

第３ 指定管理者は、市の指示がある場合を除き、この協定による事務に関して知

ることのできた個人情報を協定の目的以外の目的に利用し、又は市の承諾なしに

第三者に提供してはならない。 

（安全管理措置） 

第４ 指定管理者は、この協定による事務に関して知ることのできた個人情報につ

いて、個人情報の漏えい、滅失及びき損の防止その他の個人情報の安全管理のた

めに必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

（廃棄） 

第５ 指定管理者は、この協定による事務に関して知ることのできた個人情報につ

いて、保有する必要がなくなったときは、確実かつ速やかに廃棄又は消去し、市

にその記録を報告しなければならない。 

（秘密の保持） 

第６ 指定管理者は、この協定による事務に関して知ることのできた個人情報をみ

だりに他人に知らせてはならない。この協定が終了し、又は解除された後におい

ても、同様とする。 

（複写又は複製の禁止） 

第７ 指定管理者は、この協定による事務を処理するために市から引き渡された個

人情報が記録された資料等を市の承諾なしに複写又は複製してはならない。 

（特定の場所以外での取扱いの禁止） 

第８ 指定管理者は、この協定による事務を処理するために個人情報を取り扱うと

きは、市若しくは指定管理者の事務所又は協定書において定めた履行場所で行う

ものとし、市が承諾した場合を除き、当該場所以外の場所で個人情報を取り扱っ

てはならない。 

（事務従事者への周知及び指導・監督） 

第９ 指定管理者は、その事務に従事している者に対して、この協定による事務に

関して知ることのできた個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使

用してはならないことなど、個人情報の保護に必要な事項を周知し、適切な取扱

いがなされるよう指導・監督するものとする。 

（責任体制の整備） 

第 10 指定管理者は、この協定による個人情報の取扱いの責任者及び事務従事者

の管理体制・実施体制を定め、市に書面で報告しなければならない。 

２ 指定管理者は、前項の責任者及び事務従事者を変更する場合は、市に報告しな

ければならない。 

（再委託） 

第 11 指定管理者は、市の承諾を得て個人情報を取り扱う業務を第三者に委託（請

負その他これに類する行為を含む。以下「再委託」という。）する場合、その再



委託契約において、市と指定管理者との協定で定める義務を当該再委託を受ける

者（以下「再委託先」という。）も負うものとして再委託先に当該義務を遵守さ

せるために必要な措置をとらなければならない。その後に承諾を得た第三者につ

いても同様とする。 

２ 指定管理者は、再委託を行う場合（再委託する相手方又は再委託する業務内容

を変更する場合を含む。）には、市に所定の書面を提出し、市の承諾を得なけれ

ばならない。 

３ 指定管理者は、再委託を行った場合は、再委託した業務に係る再委託先の行為

について、市に対し全ての責任を負うものとし、再委託に係る業務の履行状況を

管理・監督するとともに、市の求めに応じて、管理・監督の状況を市に適宜報告

しなければならない。 

４ 前３項の規定は、指定管理者が市の承諾を得て、再委託先が個人情報を取り扱

う業務をさらに第三者に委託（請負その他これに類する行為を含む。）する場合

（３次委託以降も含む。）においても同様とする。 

（資料等の返還等） 

第 12 指定管理者は、この協定による事務を処理するために、市から提供を受け、

又は指定管理者自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、

この協定完了後直ちに市に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、市が別に

指示したときは当該方法によるものとする。 

（立入調査） 

第 13 市は、指定管理者及び再委託先（３次委託以降も含む。）が協定による事務の

執行に当たり取り扱っている個人情報の状況について、随時調査することができ

る。 

（遵守状況の報告） 

第 14 市は、必要があると認めるときは、この協定が求める個人情報の取扱いに係

る遵守状況の報告を指定管理者に求めること及び当該取扱いについて指定管理者

に適切な措置をとるよう指示することができる。 

２ 指定管理者は、前項の報告の求め又は指示があった場合は、速やかに応じなけ

ればならない。 

（事故発生時における報告） 

第 15 指定管理者は、この協定に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、

その事故の発生に係る帰責の有無に関わらず、直ちに市に対して、当該事故に関

わる個人情報の内容、件数、事故の発生場所、発生状況を書面により報告し、市

の指示に従わなければならない。 

２ 指定管理者は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、市その他の

関係者との連絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ

適切に実施するために、緊急時対応計画を定めなければならない。 

３ 市は、この協定に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応

じて当該事故に関する情報を公表することができる。 

（契約の解除） 

第 16 市は、指定管理者が本特記事項に定める義務を果たさない場合は、この協定

による業務の全部又は一部を解除することができるものとする。 

２ 指定管理者は、前項の規定に基づく協定の解除により損害を被った場合におい

ても、市にその損害の賠償を求めることはできない。 

（損害賠償） 

第 17 市は、指定管理者が本特記事項に定める規定に違反し、又は怠ったことによ

り損害を被った場合には、指定管理者に対して損害の賠償を求めることができる。 

 


